
令和２年度計画 

令和２年３月３０日策定 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 



Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 

１．事業承継・事業引継ぎの促進 

（１）事業承継・事業引継ぎへの支援 

①地域の中小企業支援機関等への支援

・より多くの中小企業・小規模事業者の事業承継・事業引継ぎを促進するため、国や地域で

実施する支援施策と連携し、地域の中小企業支援機関等の職員等が、能動的に事業承継支

援を行うために必要な支援能力の向上や支援の仕組み作りに関する相談・助言、講習会等

を行う。 

これらの取組を通じ、機構が支援した事業承継に関する支援者数を５，０００者以上とす

る。 

・地域の中小企業支援機関等の支援能力の向上のため、中小企業・小規模事業者の経営者・

後継者に対し専門家を派遣し、相談・助言等を行う。 

・事業承継・事業引継ぎを促進するため、中小企業・小規模事業者等への事業承継の早期・

計画的な取組の必要性に関する気付きを与えるためのツール等の提供を行うとともに、

施策情報の普及・啓発を図るためのフォーラム等を行う。 

②全国の事業引継ぎ支援センターへの支援

・後継者不足に問題を抱えている中小企業・小規模事業者の事業引継ぎを促進するため、全

国の事業引継ぎ支援センター等に対して、支援能力向上のための相談・助言、研修等を実

施する。また、事業引継ぎの重要性の周知、事業引継ぎ支援センターの認知度向上及び事

業引継ぎ支援の担い手の育成等を目的として、地域の中小企業支援機関等に対して講習

会等を実施する。 

これらの取組を通じ、機構が支援した支援者数を５，０００者以上とする。 

・事業引継ぎ支援センターへの相談者数を増加させるため、ダイレクトメール送付、事例動

画等の広報施策の実施により、経営者及び地域の中小企業支援機関等に対して幅広く訴

求する。 

・事業引継ぎの促進を図るために、地銀・信金や民間のＭ＆Ａ仲介会社等にとっても魅力的

な多くの案件を有する利便性・信頼性の高い事業引継ぎデータベースを構築・運営するほ

か、創業に係る支援機関等と連携しつつ、後継者人材バンクの効果的な活用を促進する。 

・ノンネーム情報連絡会等を通じ、県域をまたいだマッチング支援の強化に取り組む。 

・以上の取組を通じ、事業引継ぎにおける広域の成約件数を２００件以上とする。 

（２）事業承継ファンドへの出資の強化 

・地域金融機関等と連携し、事業承継・事業再編を対象としたファンドへの出資を通じてこ

れらの円滑な進展を図り、事業承継・事業引継ぎ等に対する資金の供給を円滑化する。具

体的には事業承継ファンドを２ファンド以上組成する。 

・組成後のファンドに対しては投資委員会へのオブザーバー参加やファンド運営者との面

談等を通じて、投資決定プロセスや利益相反の確認、投資先支援活動の実態把握を行うな

ど、継続的なモニタリング等を徹底するとともに、各種情報提供や事業引継ぎ支援センタ

ーとの連携等を行うことにより、中堅企業、中小企業・小規模事業者の事業承継を  

支援する。 

・ファンドからの投資後には、投資から２年経過後の投資先の売上高及び従業者数の増減
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率等の調査・分析等を行う。 

【指標】 

・事業引継ぎにおける広域の成約件数：２００件以上【基幹目標】 

・機構が支援した事業承継・引継ぎ支援者数：１０，０００者以上 

・事業承継ファンド新規組成数：２本 

２.生産性向上

（１）中小企業・小規模事業者へのＩＴ導入促進支援 

①ＩＴプラットフォームによる情報提供及び地域の中小企業支援機関等によるＩＴプラッ

トフォーム活用の促進

・機構は、中小企業・小規模事業者のＩＴ導入の裾野を広げるため、生産性向上に関する経

営課題をＩＴ導入により解決に導くための情報等を提供するウェブサイトとして、ＩＴ

導入に係る中小企業・小規模事業者支援のプラットフォーム（ＩＴプラットフォーム）を

構築し、中小企業・小規模事業者のＩＴ活用の事例、中小企業・小規模事業者が安全・安

心に使えるＩＴツール情報等を中小企業・小規模事業者や地域の中小企業支援機関等に

届けることとする。ＩＴプラットフォームの一部である中小企業・小規模事業者が使いや

すいアプリケーションソフト情報等は、先行して情報発信を行う。 

・地域の中小企業支援機関等によるＩＴプラットフォームを活用したＩＴ導入促進を支援

するため、当該支援機関等に対し、相談・助言、講習会等を行う。 

これらの取組を通じて、機構が支援したＩＴ導入促進支援者数を２，１００人以上とする。

また、ＩＴプラットフォームを活用した中小企業支援機関数を１，２００機関以上とする。 

②機構の支援ツールによるＩＴ導入促進支援

・中小企業・小規模事業者の生産性向上に資するＩＴ導入を促進するため、地域中核・成長

企業等に対する企業経営とＩＴに精通した専門家による相談・助言、ハンズオン支援によ

る長期的かつ一貫した支援を行う。 

これらの取組を通じ、ハンズオン支援については、派遣終了後の支援先に対して所期の目

標達成状況に関する調査を実施し、５段階評価において上位２段階の評価を得る割合を

７０％以上とし、派遣開始から２年経過後の「売上高」又は「経常利益」の伸び率が、中

小企業実態基本調査のデータを１割以上、上回ることとする。 

・中小企業・小規模事業者及び地域の中小企業支援機関等向けのＩＴ関連研修を行う。 

・ＩＴやｅコマースを活用した中小企業・小規模事業者の経営力の充実を図り、生産性向上

や国内外の販路開拓の拡大を目指すため、関係団体、民間団体等と連携を図り、中小企業・

小規模事業者向けの相談・助言、セミナー、ＩＴサービス提供事業者等とのマッチングイ

ベント等を実施する。 

（２）生産性向上に向けた多様な経営課題への円滑な対応と経営の基盤となる人材の育成 

①多様な経営課題への円滑な対応

・中小企業・小規模事業者に対する多様な経営課題への相談・助言については、従来からの

取組に加え、ＡＩ・ＩＴを活用した新たな経営相談の仕組みを活用し、効果的・効率的に

支援を提供する。 
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・また、ＩＴ化、販路開拓、海外展開、成長分野参入、事業承継・引継ぎ、知的財産、もの

づくり、製品開発、営業力の強化等の生産性向上に関する経営課題を抱えるイノベーショ

ンや地域経済の競争力強化・活性化に資する地域経済を牽引するような地域中核・成長企

業等を支援するため、生産性向上支援などの政策意義・要請が大きく、より難度・専門性

の高い分野の支援に重点を置き、専門家による相談・助言、ハンズオン支援による長期的

かつ一貫した支援を行う。 

これらの取組を通じ、相談・助言については、その利用者に対して「役立ち度」に関する

調査を実施し、５段階評価において上位２段階の評価を得る割合を７０％以上とする。ハ

ンズオン支援については、派遣終了後の支援先に対して所期の目標達成状況に関する調

査を実施し、５段階評価において上位２段階の評価を得る割合を７０％以上とし、派遣開

始から２年経過後の支援先の「売上高」又は「経常利益」の伸び率が、中小企業実態基本

調査のデータを１割以上、上回ることとする。 

・消費税軽減税率制度の実施に伴い対応が必要となる中小企業・小規模事業者の円滑な事業

活動を支援するため、複数税率対応レジの導入や受発注システムの改修等に要する経費

の助成等を行う基金の運営等を行う。 

・中小企業・小規模事業者は、働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイスの

導入など、相次ぐ各種の制度変更に継続的に対応していく必要があることに鑑み、令和元

年度補正予算（第 1号）により追加的に措置された交付金については、中小企業・小規模

事業者の生産性向上を図るために措置されたことを認識し、中小企業・小規模事業者の設

備投資、販路開拓、IT ツールの導入等への支援を行う中小企業支援機関等への助成の制

度対応や生産性向上の取組状況等に応じた機動的な実施、制度の内容や支援策、優良取組

事例の周知・広報並びにこれらの事業者の制度対応や生産性向上に係る相談対応及び国

内外への事業拡大やＩＴ化促進等に係るハンズオン支援（中小企業生産性革命推進事業）

のために活用する。 

 

②経営の基盤となる人材の育成 

 

・中小企業・小規模事業者がその経営力を強化し、生産性を向上させることを支援するため、

経営者、管理者及びこれらの候補となる人材などに対し、経営戦略、組織マネジメント、

人事・労務、マーケティング・営業強化、ＩＴ活用・業務効率化、国の政策課題への対応

など経営課題解決に資する実践的な研修を事例研究や演習などを交え実施する。研修は、

基盤となる経営知識の修得に加え、経営に関する分析力、洞察力、意思決定力などの経営

に必要な能力の向上と専門知識の修得などとする。 

・これらを踏まえて実施する研修は、次代の経営者を目指す経営後継者に必要な基本的能力

や知識を実践的に修得する経営後継者研修、経営能力全般を向上させる経営管理者研修、

ケースメソッド教授法を取り入れ経営に関する分析力や意思決定力を養うことができる

高度実践型経営力強化コース、国の政策課題を踏まえた「働き方改革」等に対応した人事・

労務研修、「生産性向上」に向けたＩＴの活用に資する研修、特定の経営課題や経営に関

する能力や知識を修得するために、グループディスカッションや講師による指導などの

研修などとする。 

・Ｗｅｂを活用した研修は、Ｗｅｂ会議システムを活用し経営課題の解決に向け遠隔地間で

ディスカッションをするゼミナールと経営管理に関する動画を組み合わせた研修を行う。 

・地域の中小企業支援機関等と連携した研修である「サテライト・ゼミ」に加えて、地域の

都市部など一部の地域本部等でも研修を実施する。 

・地域の中小企業支援機関等や企業に働きかけ、機構の知見・ノウハウを活用した自主研修

を実施する。 

・Ｗｅｂを活用して小規模事業者などの学習意欲の喚起やノウハウの習得に資するような

動画を配信する。 

・中小企業大学校が実施する研修に研修生を派遣した企業に対して、研修終了の一年経過後
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にフォローアップ調査を実施し、研修生が研修内のゼミナールで取り上げた自社の課題

研究テーマについて、「自社に持ち帰った課題を解決済み、又は取組中」と回答した企 

業の比率を８０％以上とする。 

・中小企業大学校施設での研修、地域本部等での研修、サテライト・ゼミ、Ｗｅｂを活用し

た研修等を推進し、地域の中小企業・小規模事業者、地域の中小企業支援機関等のニーズ

を把握しつつ、研修品質の向上を図るとともに、関係機関との協力・連携等の取組により

研修の受講促進を図ることで、第４期中期目標に対応する２０２０年度の受講者の総数

を１４，８００人以上とする。 

・中長期間の研修等を受講した企業に対し、売上高や利益等について、他の企業群と比較

し、研修の具体的成果の調査・分析等行い、分析結果の確認・検証することとする。 

・中小企業・小規模事業者や地域の中小企業支援機関等に対し、今後中小企業・小規模事業

者の課題となり得る政策課題、経済動向や話題性の高い経営手法等など環境変化に係る

情報提供等をセミナーにより実施するとともに、創業者やベンチャー企業、新製品・新市

場開発担当者等を対象としたセミナー等を実施する。 

 

（３）地域の中小企業支援機関等への支援機能及び能力の強化・向上支援 

 

①地域の中小企業支援機関等への支援機能の強化 

 

１）地域の中小企業支援機関等への訪問活動、講習会等を通じた支援機能及び能力の強

化・向上 

 

・地域の中小企業支援機関等の支援機能及び能力の強化・向上に資するため、当該支援機関

等が中小企業・小規模事業者に対して生産性向上のための支援を行うにあたり、必要な知

識・能力・ネットワーク等を把握し、施策情報等の提供、支援課題に対する相談・助言、

国の政策課題等に則した支援能力向上のための講習会を実施する。 

上記講習会については、受講者数を６，０００人以上とする。また、講習会の実施後にお

いて、講習会による受講機関の課題解決率を確認し、５段階評価において上位２段階の評

価を得る割合を７０％以上とする。 

 

２）よろず支援拠点全国本部事業の実施 

 

・よろず支援拠点の２０２０年度の体制と地域の実情等を踏まえ、よろず支援拠点の全国本

部としてよろず支援拠点への支援体制等の充実、研修の実施、施策等の活用についての情

報提供、課題への助言、優れた支援事例の共有等を行うことにより、よろず支援拠点が設

定する事業目標を達成できるよう支援を行う。また、よろず支援拠点が実施する業務の評

価等を行う。 

なお、評価に際しては、拠点が活動基本方針を踏まえた事業計画に基づき、行動指針に従

いながら事業を遂行しているかをフォローし、適切に評価を実施する。 

よろず支援拠点への研修については、受講者数を６００人以上とする。また、研修の実施

後において、研修による受講機関の課題解決率を確認し、５段階評価において上位２段階

の評価を得る割合を７０％以上とする。 

 

②中小企業大学校等の研修を通じた支援能力の向上 

 

・都道府県や地域の中小企業支援機関等の職員等に対し、支援人材の育成及び支援能力の向

上を目的とした実践的な研修や政策課題に対応した研修を実施する。研修の実施に当た

っては、中小企業・小規模事業者の成功事例等を取り入れた研修教材を開発し、演習等を

交えた実践的な研修をするとともに、ＩＴ活用の内容も含む生産性向上支援、販路 開拓

4



支援、事業承継などの政策課題に対応した研修も実施する。 

・中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２６条に規定する認定経営革新等支

援機関の中小企業支援能力の向上のための研修を実施する。 

・中小企業等経営強化法における経営革新等支援機関の認定に必要となる中小企業経営改

善計画策定支援研修を実施する。 

・地域の中小企業・小規模事業者、地域の中小企業支援機関等のニーズを把握しつつ、研修

品質の向上を図るとともに、関係機関との協力・連携等の取組により研修の受講促進を図

ることで、第４期中期目標に対応する２０２０年度の受講者の総数を１４，８００人以上

とする。（再掲） 

 

③情報収集・提供の積極的な推進 

 

・中小企業・小規模事業者の景気動向を業種別・地域別に把握するための「中小企業景況調

査」を行うほか、政策課題や支援のあり方に関する調査を実施しＷｅｂ等での情報提供を

行う。 

 

（４）中小企業・小規模事業者の連携・共同化、経営の革新、産業集積活性化の促進 

 

①高度化事業の推進（都道府県等と連携・協働した診断・助言と資金支援） 

 

・都道府県等と連携・協働して、中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための連携・共

同化、経営の革新を資金面と経営支援の面から支援する。 

特に、中小企業・小規模事業者の経営課題の解決に向けた高度化事業実施事例を発信する

など事業周知活動を強化するとともに、都道府県等を対象とした診断等の支援能力向上

のための研修等を企画・開催し、中小企業者・小規模事業者が高度化事業を円滑に実施で

きるための基盤整備を図る。 

また、高度化事業の利用が見込まれる中小企業・小規模事業者に対しては、事業構想の初

期段階から都道府県、中小企業団体中央会等の中小企業支援機関、商工中金等の金融機関

等と連携して説明会、相談助言、専門家の派遣を実施するなど、構想の具体化から事業実

施計画の策定までを支援し、案件組成につなげる。事業者が策定した事業計画に対しては

相談助言・診断助言、経営サポート事業等を通じてブラッシュアップや計画どおりの事業

実現を支援する。 

・個人・法人保証に依存しない債権保全手段を目指し「都道府県の債権保全に係る運用指針」

を改正する。また、これを受けて都道府県において指針に沿った債権保全手段の促進がな

されるよう中小企業庁と連携して、働きかけや支援を行う。 

 

②中心市街地、商店街等への支援 

 

・中心市街地や商店街等が抱える課題の解決を支援するため、その解決に資する情報提供を

行う。さらに、必要に応じ、中心市街地活性化協議会等に対して、外部専門家を派遣し適

切な助言等を行うほか、中心市街地や商店街の活性化に資する個別事業等に対し、事業の

実効性を高めるため、職員や外部専門家で構成するプロジェクトチームによる支援を行

う。 

 

③その他 

 

・産業用地事業における残用地については、地方公共団体、関係機関と連携しながら企業誘

致活動を行い、一層の企業立地を実現する。 
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【指標】 

・ＩＴプラットフォームを活用した中小企業支援機関数：１，２００機関以上【基幹目

標】 

・機構が支援したＩＴ導入促進支援者数：２，１００人以上 

・窓口相談の役立ち度：７０％以上 

・ハンズオン支援における支援先企業の課題解決率：７０％以上 

・ハンズオン支援における支援先企業の「売上高」又は「経常利益」の伸び率：中小企

業実態基本調査のデータを１割以上、上回る 

・中小企業大学校が実施する研修に研修生を派遣した企業に対して、研修終了の一年経

過後にフォローアップ調査を実施し、研修生が研修内のゼミナールで取り上げた自

社の課題研究テーマについて、「自社に持ち帰った課題を解決済み、又は取組中」と

回答した企業の比率：８０％以上 

・中小企業大学校等による中小企業・小規模事業者向け及び中小企業支援機関等向け研

修受講者数：１４，８００人以上 

・地域の中小企業支援機関等向け講習会による受講機関の課題解決率：７０％以上 

・地域の中小企業支援機関等向け講習会の受講者数：６，０００人以上 

・よろず支援拠点向け研修による受講機関の課題解決率：７０％以上 

・よろず支援拠点向け研修の受講者数：６００人以上 

 

３．新事業展開の促進・創業支援  
 

（１）販路開拓・海外展開支援 

 

・優れた製品、技術、サービス等を有する国内中小企業・小規模事業者と国内外企業を繋ぐ

Ｗｅｂマッチングサイト「Ｊ－ＧｏｏｄＴｅｃｈ（ジェグテック)」を運営し、国内外企

業とのＷｅｂを活用したビジネスマッチングを推進する。各種Ｗｅｂコンテンツの充実

や登録企業による情報発信の促進、ＳＮＳを活用した情報発信の強化等によりサイトの

活用を促進する。 

・また、海外展開の実現性をより一層高めるため、Ｗｅｂマッチングサイトと連動して、日

本の中小企業・小規模事業者のパートナーとなる海外企業との事業連携を促進するため

の商談会等を３００社以上を対象に開催する。具体的には、海外政府機関等の協力による

海外企業選定、Ｗｅｂマッチングサイトを活用した商談の事前コーディネート、商談会に

おける通訳等サポート及び商談後のフォローアップを実施し、商談継続中を含めた成約

率を１７％以上とする。 

・中小企業・小規模事業者の販路開拓や生産性向上、海外展開につながる支援をするため、

展示会・商談会の開催などを行う。具体的にはＡＩ・ＩＴ、医療・介護分野などの国内の

成長分野等における中小企業・小規模事業者が開発した優れた製品、技術、サービス等を

展示し、販売先・業務提携先などとのマッチングを促進する「中小企業総合展」等を実施

する。また、Ｗｅｂでのバーチャル展示を実施し、マッチングの促進を図る。 

・ＩＴやｅコマースを活用した中小企業・小規模事業者の経営力の充実を図り、生産性向上

や国内外の販路開拓の拡大を目指すため、関係団体、民間団体等と連携を図り、中小企業・

小規模事業者向けの相談・助言、セミナー、ＩＴサービス提供事業者等とのマッチングイ

ベント等を実施する。 

・日本全国の雑貨、食品、素材等の商品を有する中小企業・小規模事業者を登録し、特設Ｗ

ｅｂサイトにより国内外の消費者やバイヤー等に向けて情報発信を行うとともに、ＥＣ

サイトへの誘導等の支援を行う。 

・競争力のある製品、技術、サービス等を活かした海外展開を目指す中小企業・小規模事業

者を支援するため、相談・助言、セミナーの開催、情報提供等を行い、海外進出や国際取

引等を行う上での経営上の課題解決に努める。事業の実施に際しては、成功事例の創出を
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意識した伴走型の海外展開ハンズオン支援を行うとともに、支援機関と連携した支援を

充実させ、特に、独立行政法人日本貿易振興機構、地域の中小企業支援機関、民間団体等

との連携・協働に取り組む。 

・中小企業・小規模事業者の海外展開への取組を促進するため、海外展開の検討開始段階の

企業から、計画策定、現地パートナー獲得等、各ステージに応じた各種支援ツールの積極

的活用を図り、海外展開支援先数を４，０００社以上とする。 

・中小企業の海外展開等に係る円滑な事業環境作りに向け、日本との間で中小企業政策への

国際協力に関するニーズが高まっている海外の中小企業支援機関や国際協力機関等に対

して、機構の支援ノウハウの提供や中小企業支援の仕組み作りへの協力などの連携・交流

を進める。 

 

（２）新事業展開による新たな市場開拓等への支援 

 

・地域中核・成長企業等が行う新事業展開を支援する。特に、地域から全国展開、更には海

外展開を目指す新商品・新サービスの開発や既存商品の改良、着地型観光・インバウンド

など地域経済への波及効果が高いと考えられるもの、ＡＩ・ＩＴ、医療・介護分野などの

国内の成長分野に資するものなどに注力する。 

支援の実施に当たっては、多岐にわたる分野の専門家等の知見を活用したハンズオン支

援等により事業計画の策定や事業化に向けた支援を実施する。また販路開拓においても、

支援先企業に適した流通チャネルを持つ民間企業との連携拡充を図り、機構の支援ツー

ルを組み合わせた総合的な支援を行う。 

 

（３）起業・創業・成長支援 

 

①中小企業・小規模事業者・地域中核企業等の成長段階に応じたリスクマネー供給の円滑

化等（起業支援ファンド、中小企業成長支援ファンドの組成促進等） 

 

・中小企業・小規模事業者、地域中核企業等へのリスクマネー供給を円滑化するため、新規

のファンドを運営しようとする者等に対し、制度説明や活用事例に関する情報提供等を

行うことを通じて出資先候補の発掘に努めることにより、成長初期段階のベンチャー企

業や成長分野への参入等の新事業展開、海外展開、健康・医療分野の事業展開など、新た

な成長発展を目標とする中小企業・小規模事業者、地域中核企業等に投資を行う政策的意

義の高いファンドを８ファンド以上組成する。 

・ファンドへの出資に当たっては、民間資金の呼び水としての役割に徹しつつリスク分散を

考慮し事業採算性の確保を図るため、ファンド運営者の投資実績、投資先企業に対する経

営支援実績等を重視したうえで外部有識者等の意見を踏まえた迅速かつ適切な審査を行

い、投資対象企業の成長ステージ・業種、ファンド運営者の投資手法・エグジット戦略、

組成時期などの面で多様なファンドに出資を行う。 

・組成後のファンドに対しては投資委員会へのオブザーバー参加やファンド運営者との面

談等を通じて、投資決定プロセスや利益相反の確認、投資先支援活動の実態把握を行うな

ど、継続的なモニタリング等を徹底するとともに、ファンド運営者に対して機構の支援ツ

ールや他の中小企業支援機関等の有効なツール等の情報提供を行うことで、投資先企業

の事業成果の向上につなげる。 

・ファンドからの投資後に投資先企業のＩＰＯ達成状況、新規のファンド運営者への出資状

況、地域毎の企業への投資状況などの調査・分析等を行う。また、成果目標として、ＩＰ

Ｏを達成した投資先企業の上場時の時価総額（公開価格ベース）が５０億円以上となる割

合が、新興市場全体の同割合を２割以上、上回ることとする。ただし、ＩＰＯの達成状況

や上場時の時価総額については経済状況に大きく影響を受けるため、前年度の実績も含

めた２ヵ年度の実績により評価するものとする。 
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・産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）に規定する新たな規制の特例措置の適用を

受けて新事業活動を行う者が必要とする資金の借入等、投資事業計画の認定を受けたベ

ンチャーファンドの借入、地域再生法（平成１７年法律第２４号）に規定する地方活力向

上地域等特定業務施設整備計画、中小企業等経営強化法に規定する社外高度人材活用新

事業分野開拓計画及び経営力向上計画並びに生産性向上特別措置法（平成３０年法律第

２５号）に規定する新技術等実証計画及び革新的データ産業活用計画の認定を受けた事

業者の借入等に対する債務保証を行う。審査については、制度の政策目的を踏まえつつ適

切に行う。 

 

②インキュベーション施設におけるハイテクベンチャー支援 

 

・機構が保有するインキュベーション施設の入居企業に対し、施設に常駐するインキュベー

ションマネージャーがベンチャーキャピタル、大企業、大学及び地域の中小企業支援機関

等と連携し、資金調達・人材確保・販路開拓・経営ノウハウ等の経営課題に対する相談・

助言、機構の持つ多様な支援ツールを活用した総合的な支援を行い、成長分野への参入や

新事業の創出等に向けて、事業化の促進を行う。 

地域のベンチャー支援機関等と連携しながら支援ネットワークを強化することにより、

インキュベーション施設におけるソフト支援の一層の充実を図る。 

これらの取組みを通じ、退去企業の施設退去時における売上計上率を７０％以上とする。

また、施設退去後２年経過後の支援先の売上高及び従業者数の増減率、資本規模、地域へ

の定着状況等の調査・分析等を行う。 

 

③ベンチャー支援 

 

・将来の地域中核企業等の創出のため、ベンチャーキャピタル、アクセラレーター、大企業、

成功起業家、大学及び地域の中小企業支援機関等との支援ネットワークを構築する。地域

のベンチャー企業等に対し、資金調達及び事業提携等の実現に向けた経営課題の解決を

図るため、構築した支援ネットワークと機構の多様な支援ツール等を組み合わせた相談・

助言、セミナー、マッチング等による複合的な支援を行う。 

・機構が保有するもの以外のインキュベーション施設等に集積するベンチャー企業の事業

化促進等支援ニーズに応えるためインキュベーションマネージャー派遣等支援を行う。 

 

④創業に対する情報提供・助言等 

 

・起業事例として模範的な経営者等を発掘・表彰する事業（Japan Venture Awards）を行う

とともに、創業機運の向上やアントレプレナーシップの醸成に向けて、セミナー等により

創業やベンチャー企業の取組事例を紹介する。 

・ＡＩ・ＩＴを活用し、起業の準備者への情報提供・助言を行うとともに、地域の創業支援

機関等を適切に紹介する。 

・中小企業大学校東京校施設の一部を、創業者の育成を行う地域の拠点として運営し、支援

運営内容の充実化を図り、創業者への施設提供と企業経営経験者等による相談・助言等を

一体的に行う。 

・２０１５年度まで機構が実施した創業促進補助金に係る事業に関し実績管理等を行う。 

 

【指標】 

・中小企業・小規模事業者と海外企業との商談会終了後の成約率（商談継続中を含む。）：

１７％以上【基幹目標】 

・海外展開支援企業数：４，０００社以上 

・機構が出資したファンドの投資先の上場時の時価総額が５０億円以上となる割合：新
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興市場全体の同割合を２割以上、上回る 

・起業支援ファンド及び中小企業成長支援ファンド新規組成数（事業承継ファンドを除

く。）：８本以上 

・インキュベーション施設の退去企業の施設退去時における売上計上率：７０％以上 

 

 

４．経営環境の変化への対応の円滑化 
 

（１）小規模企業共済制度及び中小企業倒産防止共済制度の確実な運営 

 

・小規模企業共済制度の政策的な意義及び安定的な運営の観点から、２０２０年度における

在籍率について、加入対象者数及び脱退者数等を踏まえたうえで、前期中期目標期間末の

在籍率を２％ポイント以上向上する。 

・小規模企業共済制度及び中小企業倒産防止共済制度に係る２０２０年度加入促進計画を

策定し、地方公共団体、地域の中小企業支援機関等の協力の下、期間加入促進運動（加入

促進強調月間、確定申告期運動等）、地域別加入促進運動（モデル都道府県運動、都市部

運動等）、代理店・委託団体等（以下「委託機関等」という。）へのトップセールスなどを

実施し、両共済制度の普及及び加入促進を図る。 

・小規模企業共済制度の普及及び加入促進による在籍率の向上を図るため、委託機関、関係

機関等に対し、制度説明会の開催や効果的な加入促進策の横展開等を積極的に実施する。 

こうした取組を通じ、小規模企業共済制度の委託機関等への支援件数を４，０００件以上

とする。 

・加入者の認知媒体調査等を実施し、その結果を今後の加入促進施策の企画・立案、実施の

際に反映させることで、より効率的・効果的な加入促進を実施する。 

・顧客層拡大のため、対象者が多い業種に向け、加入促進を実施する。 

・具体的には、引き続き会社役員をターゲットに作成した動画を活用して加入促進を展開す

るとともに、農業者、飲食サービス業等の者に対しても積極的な普及活動を行う。 

・上記のほか、制度の普及及び加入促進を図るため、パンフレット等の配布、関係機関等の

発行する広報誌や専門誌、メールマガジン等を活用した広報を積極的に実施するととも

に、動画配信等インターネットを活用した広報を実施する。 

・チャットボットの利用促進を通じて、加入対象者の利便性の向上により、さらなる加入促

進等を図る。 

・契約者等の利便性の更なる向上及び業務効率化・合理化のため、業務フローを見直すとと

もに、大規模なシステムの改修に向け、システム化構想・計画及び要件定義の策定に着手

する。 

 

（２）中小企業・小規模事業者の事業再生等への支援 

 

①中小企業・小規模事業者の再生支援 

 

・中小企業再生支援全国本部（以下「再生支援全国本部」という。）として、全国の中小企

業再生支援協議会（以下「再生支援協議会」という。）に対して、質の高い相談・助言、

専門家の派遣、支援体制のＰＤＣＡサイクル構築に関する支援、先進事例や案件情報の収

集・提供など、再生支援全国本部による支援の中でニーズが高い、複雑化する再生案件に

効率的・効果的に対応するための、具体的な解決策の提案などを行い、再生支援協議会事

業を通じて、自主的な努力だけでは経営再建が困難な状況にある中小企業・小規模事業者

が適切な事業再生の支援を受けられるようにする。 

・再生支援全国本部の再生支援協議会に対する相談・助言による再生支援協議会の課題解決

率を７０％以上とする。 
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・再生支援協議会の支援能力を向上させるための専門家等に対する研修については、各支援

現場に戻った受講者が複雑化する再生案件への対応に役立つよう、実践的な内容を取り

上げたものとする。 

・また、再生支援協議会に対して、統一的な事業運営基準を明示し、ＩＴを活用したネット

ワークシステムを提供することにより、情報分析等による支援ノウハウの集約・共有や業

務の効率化に関する支援を強化する。 

・さらに、全国の地域金融機関、商工団体、士業団体等への積極的な訪問、アプローチによ

る対話を通じて事業再生等の支援に係る普及・啓発・連携・協働を行い、より早期での相

談・持込みの促進に努める。また、再チャレンジ支援の定着化と経営者保証ガイドライン

単独型の一層の普及に努める。 

・また、再生支援協議会が他の関係支援機関と積極的に支援制度を相互活用できるよう、各

関係支援機関の全国組織等との意見交換や勉強会を行う。特に、経営改善支援センターに

よる経営改善支援とは一体的・協働的な支援に注力するとともに、事業引継ぎ支援センタ

ーとの連携を促進し、経営者が抱える事業再生以外の課題の解決にも寄与する。 

 

②中小企業・小規模事業者の経営改善 

 

・認定経営革新等支援機関が中小企業・小規模事業者の依頼を受けて実施する経営改善計画

策定支援事業及び早期経営改善計画策定支援事業の利用申請受付け等の業務を行う経営

改善支援センターや経営革新等支援機関等に対して、統一的な判断に資する事業運営基

準の整備、効率的な業務運営方法の提案、適切な助言・指導等を行う。 

 

③再生ファンドによる事業再生支援等 

 

・再生支援協議会等との連携の下、地域金融機関、信用保証協会、ファンド運営者に対して

制度説明や先進事例に関する情報提供等を行うとともに、既存ファンドの投資進捗及び

新規ファンドに対する事業再生ニーズの把握を踏まえ、中小企業再生ファンドの組成促

進を行い、中小企業・小規模事業者の事業再生の取組に貢献する。 

・組成後のファンドに対しては投資委員会へのオブザーバー参加やファンド運営者との面

談等を通じて、投資決定プロセスや利益相反の確認、投資先支援活動の実態把握を行うな

ど、継続的なモニタリング等を徹底するとともに、ファンド運営者に対する再生事例の紹

介や機構支援ツールの情報提供等を通じて、事業成果の向上につなげる。 

・これらの取組による成果の目標は、ファンドからの投資先企業の存続とし、その達成状況

を把握するため、投資先企業の存続率等の調査・分析を行う。 

・産業競争力強化法に規定する事業再編や事業再生を図るための借入等、農業競争力強化支

援法（平成２９年法律第３５号）に規定する事業再編や事業参入を図るための借入等及び

中小企業等経営強化法に規定する事業再編投資計画の認定を受けたファンドの借入に対

する債務保証を行う。審査については制度の政策目的を踏まえつつ適切に行う。 

 

（３）大規模な自然災害等への機動的な対応 

 

①東日本大震災の復興・再生支援 

 

・「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和元年１２月２０

日閣議決定）を踏まえ、地域により復興の異なる進捗状況に合わせ機構の知見とノウハウ

を最大限活用し、被災した地域及び中小企業・小規模事業者の復興と自立化に貢献する。 

・東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律第

４０号）に基づき著しい被害を受けた中小企業・小規模事業者等のための工場・事業場・

店舗等の仮設施設については、福島県の避難指示区域等が設定された地域等において引
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き続き整備する。また、機構が整備した仮設施設の有効活用（移設・撤去等）に係る支援

を一定の要件のもと継続して行う。 

・十分な活動ができるようになった地域支援機関を支援することで間接的により多くの東

日本大震災で被災した岩手県・宮城県・福島県の津波浸水地域及び福島県の避難指示区域

等の中小企業・小規模事業者を支援するために、これら地域支援機関を一層強力に支援す

る。 

・東日本大震災により被災した岩手県・宮城県・福島県の津波浸水地域及び福島県の避難指

示区域等の中小企業・小規模事業者等に対する専門家の派遣等を通じた相談・助言につい

ては、被災中小企業・小規模事業者からのニーズにも応えつつ、地域支援機関が国の「復

興・創生期間」終了後も復興に向けた活動を継続できるよう地域支援機関との連携や企業

グループ等への支援に重点を移す。また、まちなか再生計画の策定等に取り組む地方公共

団体等への商業復興支援も引き続き行う。 

・特に事業再開したものの販路の新たな開拓が課題とされている小売業を中心とした岩手

県・宮城県・福島県の被災中小企業・小規模事業者に対して販路開拓支援事業を実施する

ことにより、被災地の本格復興を支援する。販路開拓支援として、被災中小企業・小規模

事業者が出展する展示会を開催し、同展示会に出展した被災中小企業・小規模事業者の５

０％以上が前年度以上の売上を達成するよう取組む。 

・原子力災害により被災した中小企業・小規模事業者の事業・生業の再建、自立化を支援す

るため、国・福島県・民間で設置する福島相双復興官民合同チームへ参画し、被災中小企

業・小規模事業者への個別訪問等を通じて実態の把握等を行うとともに、これをきっかけ

として、事業再開や自立化に向かって再スタートを果たそうとする意欲のある被災中小

企業・小規模事業者に対し、機構の知見、ノウハウを活かし多様な支援策を提供していく

ことで福島の産業復興の加速化に貢献する。 

・このほか原子力災害で深刻な被害を受けた福島の復興・再生について、機構に求められる

役割を果たすことで、被災中小企業・小規模事業者等の事業再開と自立化に貢献する。 

・これらの取組を通じて、仮設施設に入居していた被災中小企業・小規模事業者等が、恒常

的な店舗等での事業継続に転換した割合を５０％以上とする。 

・東日本大震災で被害を受けた中小企業・小規模事業者等の二重債務問題に対応するため、

２０１１年度に設立された産業復興機構への出資等を行う。加えて、産業復興機構の運営

者に対する事務経費の支援、産業復興相談センターの再生計画策定支援・債権買取支援を

受けた被災中小企業・小規模事業者等に対して利子補給を行う財団に助成を行う基金の

運営を行う。 

・日本政策金融公庫等の東日本大震災復興特別貸付等を受けた被災中小企業・小規模事業者

等に対して利子補給を行う財団等に助成を行う基金の運営を行う。 

・東日本大震災により被害を受けた中小企業等を対象とする被災道県が実施する貸付制度

への支援を継続する。 

・原子力発電所事故によって甚大な影響を被る中小企業。小規模事業者等を対象とする福島

県が実施する貸付制度への支援を継続する。 

 

②大規模な自然災害等への対応 

 

・大規模な自然災害等が発生した場合には、関係機関と連携をとり機構の知見とノウハウを

結集し、中小企業・小規模事業者等への支援を国の政策展開と連携し機動的に行う。 

・令和元年台風第１９号災害により被災した宮城県・福島県・栃木県・長野県の中小企業・

小規模事業者等の求めに応じ、専門家の派遣等を通じた相談・助言を行う。また、被災し

た地方公共団体からの求めに応じ、地方公共団体が整備する仮設施設に対する技術支援

及び整備等費用の助成を行う。 

・平成３０年７月豪雨により被災した岡山県・広島県・愛媛県の中小企業・小規模事業者等

及び熊本地震により被災した熊本県の中小企業・小規模事業者等に対して、復興の程度を
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勘案しながら、専門家の派遣等を通じた相談・助言を行う。 

・令和元年台風第１９号により被災した中小企業・小規模事業者等を対象とする宮城県・福

島県・栃木県が実施する貸付制度への支援を行う。 

・平成３０年７月豪雨により被災した中小企業・小規模事業者等を対象とする岡山県・広島

県・愛媛県が実施する貸付制度への支援を継続する。 

・熊本地震により被災した中小企業・小規模事業者等を対象とする熊本県が実施する貸付制

度への支援を継続する。 

・機構が有する中小企業支援機関等とのネットワークと緊密な連携関係及びこれまで培っ

てきた経営支援ノウハウを活かし、中小企業・小規模事業者による事業継続力強化計画及

び複数の中小企業・小規模事業者による連携事業継続力強化計画の策定支援を行うとと

もに、これらの策定を支援する人材の育成、中小企業・小規模事業者等に対する積極的な

情報提供・普及啓発活動に取り組む。 

 

【指標】 

・小規模企業共済制度の在籍率：前中期目標期間終了時より２％ポイント以上向上【基

幹目標】 

・小規模企業共済制度の委託機関等への支援件数：４，０００件以上 

・再生支援全国本部の再生支援協議会に対する相談・助言による再生支援協議会の課題

解決率：７０％以上 

・東日本大震災復興支援で整備した仮設施設に入居していた被災中小企業・小規模事業

者等が、恒常的な店舗等での事業継続に転換した者の割合：５０％以上 

・東日本大震災復興支援で実施した展示会に出展した被災中小企業・小規模事業者のう

ち、前年度以上の売上を上げた者の割合：５０％以上 

 

  

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  
 

限りあるリソースのなか、以上に述べた国民に対して提供するサービスを的確に提供し、

効率的かつ着実に成果を上げていくために、理事長によるリーダーシップ、トップマネジメ

ントの下、以下の取組を持続的に推進していく。 

 

１．顧客重視 
 

（１）顧客重視の業務運営 

 

・中小企業・小規模事業者や地域の中小企業支援機関等が時間・距離・コストの制約を越え

てアクセスできるようＡＩ・ＩＴを活用し、３５８万の中小企業・小規模事業者に対する

支援施策のより一層の利用促進と支援の質の向上を図る。 

・顧客視点で前例にとらわれない柔軟な発想による取組を積極的に推進することとし、制

度・業務の改善や新たな施策に反映するため、支援現場における地域や中小企業・小規模

事業者のニーズの吸い上げを行う。 

・顧客重視を第一とし、経営方針の徹底及び組織全体に関わる重要課題への対応を行う。ま

た、そのために必要な組織体制の見直しを図る。 

・政府関係機関、独立行政法人、地方公共団体、地域の中小企業支援機関、民間企業、ＮＰ

Ｏ等の多様な支援の担い手等とのネットワークを強化し、機構はその専門的な知見を活

かして、これらの関係機関との連携・協働を一層強化する。 

 

（２）機構の認知度向上による支援施策の利用促進 
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・ロゴデザイン及び「Be a Great Small.」を活用した発信を継続し、機構の利用価値を浸

透させ、支援施策の利用促進を図る。 

・機構からの情報・メッセージは、ＳＮＳや動画配信等のウェブメディア及びローカルテレ

ビ等のマスメディア活用やパブリシティ活動等を通じて、中小企業・小規模事業者に限ら

ず、その家族、従業員、中小企業・小規模事業者を支援する者、中小企業・小規模事業者

と取引をする者など幅広い層を対象に発信していく。 

・上記の取組については、その効果を機構の認知度に関するアンケート調査や支援施策の利

活用状況の把握等により適切に把握・検証して改善する。 

・中小企業ビジネス支援サイト「Ｊ－Ｎｅｔ２１」のコンテンツは、働き方改革など制度改

正に係る情報や生産性向上、事業継続・強靭化、事業承継・事業引継ぎなど中小企業・小

規模事業者の重点的な経営課題の解決に役立つものにするとともに、ユーザビリティの

より一層の向上を図る。 

・機構のホームページは、「Ｊ－Ｎｅｔ２１」との役割、機能の見直しを行いつつ、コーポ

レイトサイトとして必要な情報発信を徹底する。 

・機構の両サイトは、中小企業庁の「ミラサポ plus」や、各省庁の施策目的特設サイトな

どの中小企業・小規模事業者支援に資するサイト等との一層の効果的な連携を取りつつ、

事業者・支援者等のユーザー目線に立って最適な情報提供を行う環境を整備する。 

 

２．組織パフォーマンス、組織力の向上  
 

・昨年度に策定した行動指針を含めた中小機構理念体系について、イントラネット・機構内

ポータルサイトを活用した情報発信や意見交換等を通じて役職員に浸透を図る。 

・行動指針を策定し、階層別研修をはじめとした職員研修等を通じて行動指針の浸透・徹底

を図り、各役職員のパフォーマンス及び機構の組織力の向上により、顧客の期待と信頼に

応え、質の高いサービスを提供する。 

・良好な職場環境の形成と業務効率化のため全機構的な事務負担軽減の取組みを推進する。 

・中小企業・小規模事業者支援や施策提供等の支援ツールとして運営する「小規模事業者統

合データベース」について、事業データの拡充等により企業情報データベースとしての更

なる利便性向上に努める。また、他の関係機関との連携や事業者データを活用した効果的

な支援施策展開について可能性の検討を行う。 

・人事評価制度による２０１９年度評価結果を職員の賞与及び昇給・昇格の処遇に反映させ

る。 

 

３．業務改善と新たなニーズへの対応  
 

・ＰＤＣＡサイクルをより一層徹底し、不断の業務改善を推進していくとともに、歴史的使

命を終えた事業や成果が十分に得られていない事業、民間企業・他の中小企業支援機関等

との類似のサービスについては、その必要性を検討し、改善又は廃止することで、新たな

ニーズに対応した事業やより効果の見込まれる新たな手法での事業に資源を集中するこ

とを検討する。 

・業務遂行上の問題を早期に発見し、迅速に対応することができるよう、四半期ごとの損益

状況等の確認や事業の評価指標等の内部指標により、事業の進捗状況を把握する。 

・本計画における事業評価等は、施策利用者等の情報をもとに、「企画」「実施」「評価・検

証」「事業の再構築等」により適切に行い、事業成果を向上させる。 

 

４．業務運営の効率化  

 

・運営費交付金を充当して行う業務については、第４期中期目標期間中、一般管理費（退職
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手当を除く）及び業務経費（退職手当を除く）の合計について、新規追加部分及び一般勘

定資産の国庫納付に伴って当該年度に新規に運営費交付金で手当される分を除き、毎年

度平均で前年度比１．０５％以上の効率化を図る。 

・給与水準の適正化に引き続き取組み、その検証や取組状況を公表する。 

・「独立行政法人会計基準」等により、運営費交付金の会計処理として、業務達成基準によ

る収益化が原則とされたことを踏まえ、引き続き収益化単位の業務ごとに予算と実績を

管理する。 

・令和２年度調達等合理化計画に基づき、本年度重点的に取り組む分野である競争性のある

契約における一者応札・応募案件回避に向けた調達の取組みとして、複数回に亘り繰り返

し実施している案件については、仕様書にて前年度実績報告書等をサンプルとして例示

することとする。また、企画書提出型の調達においては、類似の内容でかつ調達時期の近

い案件は、調達時期を調整することにより競争参加の機会を拡大する。 

なお、契約事務実務マニュアルにあるチェックシートの活用を徹底することにより、発注

担当者に対して競争性の確保に向けた意識付けを行なうこととする。 

障害者就労施設等への優先調達については、「障害者就労施設等からの物品等の調達の推

進に関する基本方針」に即して定めた同計画の調達方針に基づき前年度実績を上回る調

達に努めるものとする。 

調達に関するガバナンスの徹底の取組として、随意契約に関する内部統制の確立のため

に新たに随意契約を締結する案件については、「入札・契約手続委員会」で検証を行うこ

ととする。 

不祥事の発生の未然防止・再発防止については、各会計機関の契約担当職員を対象として、

定期的に研修を行うとともに、本部調達担当者による指導や情報交換を通じて、契約担当

職員のスキルアップを図る。さらに、入札談合を未然に防止するために必要な知識、法制

度について、役職員等を対象とした研修を実施し、不祥事の未然防止等に努めることとす

る。 

一定基準以上の案件の調達方針については「入札・契約手続委員会」に事前に諮ることに

より契約手続きの適正性を確保するとともに、事後評価については外部有識者や監事を

委員とする「契約監視委員会」において点検を行う。契約監視委員会等で指摘された事項

については、実効性等を検討しその後の調達手続きに反映するなど、契約手続きの一層の

改善に向けた不断の見直しに引き続き取り組むとともに、地域本部等の契約担当職員へ

の周知徹底及び情報共有を図る。 

また、入札・契約の適正な実施については、監事等による監査を受けるものとする。 

なお、調達等合理化計画及び自己評価結果、契約監視委員会審議概要、関連法人との契約

等については、機構のホームページで公表する。 

 

５．業務の電子化の推進  

 

・中小企業・小規模事業者や地域の中小企業支援機関等が時間・距離・コストの制約を越え

てアクセスできるようＡＩ・ＩＴを活用し、３５８万の中小企業・小規模事業者に対する

支援施策のより一層の利用促進と支援の質の向上を図る。 

・令和４年度に予定する大規模なシステム更改にあわせ、新しいＩＴ技術を活用したオンラ

インでの支援提供やオフライン支援の手続きの電子化を推進する。 

・中小企業・小規模事業者支援や施策提供等の支援ツールとして運営する「小規模事業者統

合データベース」について、事業データの拡充等により企業情報データベースとしての更

なる利便性向上に努める。また、他の関係機関との連携や事業者データを活用した効果的

な支援施策展開について可能性の検討を行う。（再掲） 

・令和４年度に予定する大規模なシステム更改にあわせ、業務の更なる生産性向上や効率

化、ミスの防止を目的とした、定型業務の自動化、情報・経験の収集・蓄積、円滑なコミ

ュニケーションやモバイルワーク環境の実現の実現を図る。 
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Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 
 

1. 財務内容の改善その他の財務の健全性の確保に関する取組  
 

・小規模企業共済資産の運用においては、法令に定める共済金等の支給に必要な流動性と中

期的に小規模企業共済事業の運営に必要な利回りを勘案しながら、安全かつ効率的な運

用を図るために「運用の基本方針」に沿って実施する。 

資産運用状況については、基本ポートフォリオの効率性や自家運用資産及び委託運用資

産に係る収益率等について検証・評価を行い、定期的に外部有識者等で構成する「資産運

用委員会」に報告し、評価を受けるとともに、運用の基本方針や基本ポートフォリオなど

重要事項について助言を受ける。 

特に、基本ポートフォリオに関しては、その課題について整理し、必要に応じて見直しに

向けた検討を行う。 

・中小企業倒産防止共済制度に係る共済貸付金回収については、回収専門人材の活用及び専

門的なノウハウの導入など回収管理体制の強化を実施し、着実な債権回収を進める。 

特に、高額貸付者に対する貸付直後の現況確認の実施や延滞発生直後の早期対応、継続的

なモニタリングを徹底するなど、要回収債権に係る管理措置を確実に行う。 

・施設整備等勘定及び出資承継勘定については、収支を改善するための取組を着実に実行す

る。 

・施設整備等勘定については、必要に応じ、賃貸施設の賃貸料の見直しを行うなどにより、

自己収入確保を図る。 

・産業投資特別会計による出資承継勘定の出資先法人（三セク）に対する出資については、

毎年度の決算の報告等を通じて、適切に経営状況の把握を行うとともに、適切な配当を求

める。また、経営健全化計画の実行状況を管理するなど、事業運営の改善を求めることや、

関係省庁及び他の出資者とも協議の上、可能な限り早期の株式処分を図る。 

・高度化事業における新規の貸付案件については、事業計画の根拠を精緻に把握し、実現可

能性・返済財源（キャッシュフロー）の妥当性を精査するなどして、事業性評価を含め貸

付先の返済能力を踏まえた償還可能性等についての確実な審査を行う。また、貸付後は、

都道府県と連携して貸付先の経営状況の実態把握に努め、支援が必要な貸付先について

は、都道府県に働きかけを行い、より適切な経営支援を行うことで新たな不良債権の発生

を抑制する。 

・高度化事業における貸付先の債権管理においては、都道府県に対して、専門家の派遣や回

収委託支援業務などによる債権回収業務の支援を行い、債権回収への早期着手や回収促

進に向けて働きかける。 

これらの取組を通じて、不良債権の削減を図る。 

・債務保証業務の実施に当たっては、各制度趣旨に鑑み利用の促進を行い、代位弁済率が抑

制されるよう、確実な審査を実施する。 

また、債務保証先の業況に応じた適切な層別管理を実施するとともに、求償権の回収管理

の徹底を図り、適切な償却処理を行う。 

・その他出資事業は、出資先の経営状況を適切に把握するとともに、出資者として、当該事

業の政策的意義、地域経済への諸影響に留意しつつ、業務の改善を求めることや、出資先

の事業が機構の出資を必要としない程度にまで達成されるなど株式を処分することが適

当と認められる場合は、関係省庁及び他の出資者との協議により、早期の株式処分等の対

応を図る。 

・産業用地事業における土地譲渡割賦債権等については、債務者の業況等のモニタリングを

実施し、個別債務者の財務内容を分析する等により、状況に応じた適切な措置を講じ、回

収を進める。 
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・その他の財務の健全化を確保すべき業務について、特にファンド出資事業ではＧＰ（無限

責任組合員）に対する目利きの強化に取り組むなど、適切な審査や債権管理の徹底等を行

うなど適切な措置を講じる。 

 

２．保有資産の見直し等  
 

・保有資産の見直し等について、その利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利

用可能性、経済合理性といった観点に沿って、その保有の必要性について不断の見直しを

行うとともに、既往の閣議決定等で示された政府方針を踏まえた措置を講じる。 

・２０２０年度の一般勘定資産の国庫納付の適否及び金額については、今後、機構全体が債

務超過に陥ったり、あるいは緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥ったりする

ことのないよう、主務省と協議を行い、決定する。 

・産業基盤整備勘定においては、債務保証のニーズや実績等を踏まえ、改めて適正な事業規

模、代位弁済率を精査し、本債務保証業務に真に必要な金額を割り出し、必要額を超える

部分については、事務費の確保に留意しつつ国庫返納する。 

・産業基盤整備勘定の第２種信用基金においては、経過業務に係る債務保証残高の減少に応

じて、不要額が生じれば随時国庫納付する。 

・施設整備等勘定においては、業務運営等に必要となる資産額の検討を行い、償還期限を迎

えた保有有価証券等のうち、必要額を超える分に係る政府出資金については、国庫納付を

行うこととする。 

・中小企業大学校の施設は、研修を実施することや、本来業務に支障のない範囲での利用の

促進に向けた取組を実施すること、ニーズに対応した改修をすることにより、有効利用を

図る。 

・中小企業大学校東京校の土地について、東京都都市計画道路３・４・１７号桜街道線の整

備に係る一部土地の処分に関し適切に対応する。 

・中心市街地都市型産業基盤施設については、売却等に向け地方公共団体等と協議等を進め

る。 

 

 

Ⅳ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画  
 

１. 予算計画（別紙１） 

２. 収支計画（別紙２） 

３. 資金計画（別紙３） 

 

 

Ⅴ．短期借入金の限度額  
 

・運営費交付金の受入の遅延、業務運営等に係る資金の暫定立て替え、その他予見し難い事

象の発生等により生じた資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、３５１億円

とする。 

 

 

Ⅵ．不要財産又は不要財産になることが見込まれる財産がある場合には、当該

財産の処分に関する計画  
 

・２０２０年度の一般勘定資産の国庫納付の適否及び金額については、今後、機構全体が債

務超過に陥ったり、あるいは緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥ったりする
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ことのないよう、主務省と協議を行い、決定する。（再掲） 

・産業基盤整備勘定においては、債務保証のニーズや実績等を踏まえ、改めて適正な事業規

模、代位弁済率を精査し、本債務保証業務に真に必要な金額を割り出し、必要額を超える

部分については、事務費の確保に留意しつつ国庫返納する。（再掲） 

・産業基盤整備勘定の第２種信用基金においては、経過業務に係る債務保証残高の減少に応

じて、不要額が生じれば随時国庫納付する。（再掲） 

・施設整備等勘定においては、業務運営等に必要となる資産額の検討を行い、償還期限を迎

えた保有有価証券等のうち、必要額を超える分に係る政府出資金については、国庫納付を

行うこととする。（再掲） 

 

 

Ⅶ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画  
 

・中小企業大学校東京校の土地について、東京都都市計画道路３・４・１７号桜街道線の整

備に係る一部土地の処分に関し適切に対応する。（再掲） 

・中心市街地都市型産業基盤施設については、売却等に向け地方公共団体等と協議等を進め

る。（再掲） 

 

 

Ⅷ．剰余金の使途  
 

・各勘定に剰余金が発生した時には、後年度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担に帰属す

べき次の使途に充当する。 

・職員の資質向上のための研修等 

・広報活動の充実 

・任期付職員等の新規採用 

・職場環境の改善 

・施設改修等 

・各種支援の効果的かつ効率的な実施、事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るための

ＡＩ・ＩＴを活用した仕組みの構築 

・重点業務への充当（事業承継・事業引継ぎの促進、生産性向上、新事業展開の促進・創

業支援、経営環境の変化への対応の円滑化等） 

 

 

Ⅸ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項  

 

１．施設及び設備に関する計画 
 

・中小企業大学校、インキュベーション施設等の修繕及び改修工事等を行う。 

 

２．人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。） 

 

・業務の実施に必要な人員を配置する。 

 

３．中期目標の期間を超える債務負担 
 

・中期目標期間を超える債務負担は、事業が中期目標期間を超える場合で、当該債務負担行

為の必要性・適切性を勘案し合理的と判断されるものについて予定している。 
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４．積立金の処分に関する事項 
 

・主務大臣の承認を受けた金額について、下記の事業・業務等に充当するものとする。 

・前期中期目標期間終了までに自己収入財源で取得し、第４期中期目標期間に繰り越した

固定資産の減価償却に要する費用等 

・施設改修等 

・ファンド出資事業に係る出資業務 

・各種支援の効果的かつ効率的な実施、事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るための

ＡＩ・ＩＴを活用した仕組みの構築 

・災害（東日本大震災、平成３０年度における災害）に係る復興支援業務及び事業継続計

画策定支援業務 

・産業基盤整備勘定（第二種信用基金）に係る債務保証業務 

・小規模企業共済勘定に係る共済業務 

 

５．その他機構の業務の運営に関し必要な事項 
 

・本計画は、中小企業・小規模事業者の経営環境や経済環境の急激な変化があった場合には、

機動的かつ円滑な対応が可能となるよう見直しを行うことがある。 

 

 

Ⅹ．その他業務運営に関する重要事項  

 

１．内部統制の充実及びコンプライアンスの推進等 

 

・内部統制の維持・向上を図るため、引き続きリスクの把握、評価及び対応を行い、内部統

制委員会及びリスク管理委員会で報告するとともに、必要に応じて体制や規程等の見直

しを行い、適正なガバナンスを確保する。 

 また、関係部署と連携して、機構のＢＣＰの充実を図り、実効的な事業継続力を高める。 

・金融業務に係る内部ガバナンスの維持・向上を図るため、リスク管理状況について内部統

制委員会及びリスク管理委員会で報告するとともに、必要に応じて関連規程等の見直し

を行う。 

また、高度化事業等リスク管理委員会も開催し、当該委員会の意見や助言を踏まえて適切

な業務運営を行う。 

外部専門家等を活用して職員の能力向上を図り、事業別収支情報等については引き続き

情報公開を行う。 

・内部監査は、法令遵守に関する監査の強化、業務の一層の適正化・効率化を行うため、リ

スクベースに基づいた監査テーマや監査対象部署を選定し、監査ポイントを明確にした

監査計画を策定するとともに、監事や会計監査人との情報共有など連携を密に行い実施

する。また、監査結果に基づく改善内容の確実な実施を確保するため、改善措置状況のモ

ニタリングを適切に実施する。 

・コンプライアンスを徹底するため、２０２０年度コンプライアンス・プログラムを策定し、

これに基づき研修等を実施する。機構役職員は、法令・社会理念はもとより、機構の基本

理念・行動指針に基づき積極的に行動・実践する。 

・機構ＷＡＮ業務は、ＩＴ技術の積極的な導入、業務ネットワークインフラ及びコミュニケ

ーションインフラの利活用を図るため、ヘルプデスクを通じてのユーザーからの要求対

応、監視システムによるイベント管理（状態の変化の察知）、ＣＳＩＲＴによるインシデ

ント管理を行うことで、適切かつ安定的な構成機器の運用・保守を行うとともに、運用標

準などマニュアル等の見直しや整備に取り組む。 
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・その他、政府方針に基づく取組及び会計検査院等の指摘を着実に実施する。 

 

２．様々な専門スキルを持った人材の確保・育成 

 

・職員の専門性の向上を図るため、オン・ザ・ジョブ・トレーニング、研修の実施及び資格

取得の支援を行う。具体的には、階層ごとに求められる役割を効果的に発揮するための階

層別研修、支援施策を理解し適切に対応できる力を養うための現場力強化研修、事業部門

別人材育成体系に定められた業務遂行能力向上のための各種研修をはじめ、中小企業診

断士養成課程、外部機関や関係省庁が実施する研修等への派遣、通信教育、ｅラーニング

など多様な手段を講じ、人事グループと事業部門が連携して計画的に職員の専門性向上

に努める。 

・若手職員には将来のキャリアパスを描くための業務経験を積ませ、中堅職員には専門性を

磨かせる人事に努める。 

・業務効率を向上し、組織を活性化することによりお客様のニーズに一層、迅速かつ効果的

に対応できる体制を構築する。具体的には、管理職層のマネジメント力の向上のための研

修等を行う。また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第

６４号）の制定に伴い、女性職員の意識やスキルの向上のため、外部機関の研修等を活用

するなど、女性の能力発揮の推進に取り組む。 

・職員の国際対応能力の向上、国際感覚の更なる醸成に努めるため、海外研修等の機会を提

供する。 

・事業ニーズに適合する高度な専門性を有する優秀な人材を確保するため、新卒採用にこだ

わらない採用や民間を含む地域の中小企業支援機関等との人事交流を行う。 

 

３．情報公開による透明性の確保 

 

・組織・業務・財務等に関する情報その他の報告事項を迅速に分かりやすく公表する。 

 

４．情報セキュリティの確保 

 

・最近のサイバー攻撃の動向及び「サイバーセキュリティ戦略」（平成３０年７月２７日閣

議決定）、「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準」等を踏まえ、情報セキ

ュリティ管理規程や関連する規程・要領等を踏まえた情報セキュリティ管理規程等に基

づき、新たな脅威等に常に対応できるよう必要な場合はシステム面での対策、人的対応、

ＣＳＩＲＴによる組織的対策を行う。加えて、標的型攻撃メール訓練や研修や自己点検に

より、役職員の情報セキュリティ・情報管理意識の維持・向上を図る。 

 

 

以上 
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別紙１

＜一般勘定＞

（単位：百万円）

事業承継・引
継ぎ促進業務

生産性向上業
務

新事業展開・
創業支援業務

共　通 合　計

（一般経理） （一般経理） （一般経理） （一般経理）
（復興特別経

理）
合　計 （一般経理）

収入

　　運営費交付金 1,083 7,525 3,939 1,268 1,524 2,792 - 15,340

　 　　その他の補助金等 - - 74 - - - - 74

　　借入金等 - 125 - - - - - 125

　　貸付等回収金 - 40,378 26,125 7,484 78 7,562 - 74,065

　　貸付金利息 - 397 - - - - - 397

　　業務収入 - 1,392 1,125 - - - - 2,517

　　運用収入 - - - - 0 0 127 127

　　受託収入 - 204 - - - - - 204

　　その他収入 - - - - 3 3 260 263

　　計 1,083 50,022 31,262 8,752 1,605 10,357 387 93,112

支出

　　業務経費 1,212 68,969 6,224 5,176 1,724 6,900 - 83,305

　　貸付金 - 8,659 - - - - - 8,659

　　出資金 10,000 - 19,632 5,877 - 5,877 - 35,509

　　受託経費 - 204 - - - - - 204

　　借入金等償還 - 362 - - - - - 362

　　一般管理費 66 607 421 42 56 98 - 1,194

　　計 11,278 78,800 26,278 11,095 1,780 12,875 - 129,231

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

2020年度計画（2020年4月～2021年3月）の予算

経営環境変化対応業務

金　額

区　別
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＜産業基盤整備勘定＞

（単位：百万円）

収入

　　業務収入 80 14 - 94

　　運用収入 - - 28 28

　　その他収入 - - 2 2

　　計 80 14 29 123

支出

　　業務経費 85 23 - 108

　　代位弁済費 226 - - 226

　　一般管理費 12 3 - 15

　  その他支出 - - 41 41

　　計 323 26 41 391

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

共　通

金　額

合　計
経営環境変化対応

業務
新事業展開・創業

支援業務

区　別
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＜施設整備等勘定＞

（単位：百万円）

金　額

収入

　　貸付等回収金 52

　　貸付金利息 0

　　業務収入 1,513

　　運用収入 5

　　その他収入 3

　　計 1,574

支出

　　業務経費 1,084

　　一般管理費　 41

　　計 1,125

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別
新事業展開・創業

支援業務
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＜小規模企業共済勘定＞

（単位：百万円）

（給付経理） （融資経理） （業務等経理） （調　整） 合　計

収入

　　運営費交付金 - - 2,431 - 2,431

　　借入金等 - 681,795 - △ 380,674 301,122

　　貸付等回収金 388,937 383,918 - △ 388,937 383,918

　　貸付金利息 406 5,043 - △ 406 5,043

　　業務収入 693,664 - - - 693,664

　　運用収入 78,505 0 51 - 78,556

　　その他収入 2,316 1 7 - 2,324

　　他経理より受入 - - 3,712 △ 3,712 - 

　　計 1,163,828 1,070,757 6,200 △ 773,728 1,467,056

支出

　　業務経費 547,201 2,018 5,700 - 554,919

　　貸付金 380,674 377,667 - △ 380,674 377,667

　　借入金等償還 - 689,498 - △ 388,937 300,561

　　支払利息 - 1,548 - △ 406 1,143

　　一般管理費 - 24 122 - 146

　　他経理へ繰入 3,712 - - △ 3,712 - 

　　計 931,587 1,070,756 5,822 △ 773,728 1,234,436

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別

金　額

経営環境変化対応業務
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＜中小企業倒産防止共済勘定＞

（単位：百万円）

（基金経理） （業務等経理） （調　整） 合　計

収入

　　運営費交付金 - 1,306 - 1,306

　　貸付等回収金 361,378 - - 361,378

　　貸付金利息 1,644 - - 1,644

　　業務収入 338,961 - - 338,961

　　運用収入 1,899 214 - 2,113

　　その他収入 78 6 - 84

　　他経理より受入 - 4,097 △ 4,097 - 

　　計 703,959 5,624 △ 4,097 705,486

支出

　　業務経費 157,649 5,515 - 163,164

　　貸付金 62,517 - - 62,517

　　他勘定貸付金 301,122 - - 301,122

　　一般管理費 - 109 - 109

　　他経理へ繰入 4,097 - △ 4,097 - 

　　計 525,385 5,624 △ 4,097 526,911

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別

金　額

経営環境変化対応業務

24



（単位：百万円）

金　額

収入

　　業務収入 7

　　運用収入 9

　　その他収入 0

　　計 16

支出

　　業務経費 10

　　一般管理費 1

　　計 11

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

生産性向上業務

＜出資承継勘定＞

区　別
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別紙２

＜一般勘定＞

（単位：百万円）

事業承継・引
継ぎ促進業務

生産性向上業
務

新事業展開・
創業支援業務

共　通 合　計

（一般経理） （一般経理） （一般経理） （一般経理）
（復興特別経

理）
合計 （一般経理）

費用の部

　　経常費用 1,274 70,035 7,187 5,239 1,780 7,020 226 85,741

　　　　業務経費 1,208 69,173 6,224 5,176 1,724 6,900 - 83,504

　　　　一般管理費 54 493 345 35 56 90 - 983

　　　　減価償却費 4 294 568 24 - 24 226 1,115

　　　　財務費用 0 1 1 0 - 0 - 2

　　　　その他の費用 8 74 50 5 1 5 - 137

収益の部 1,526 71,006 6,311 5,236 1,534 6,770 390 86,004

　　経常収益 1,526 68,076 6,311 5,236 1,527 6,763 390 83,067

　　　　運営費交付金収益 1,047 7,225 3,770 1,263 1,490 2,752 - 14,795

　　　　資産見返運営費交付金戻入 3 45 77 24 - 24 3 151

　　　　資産見返補助金等戻入 0 55 160 - - - - 216

　　　　補助金等収益 - 58,851 189 3,686 - 3,686 - 62,727

　　　　貸付金利息 - 397 - - - - - 397

　　　　出資金収益 439 - 862 258 - 258 - 1,559

　　　　事業収入 - 998 1,085 - - - - 2,084

　　　　受託収入 - 204 - - - - - 204

　　　　賞与引当金見返に係る収益 25 206 117 4 24 27 - 376

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 11 94 52 2 11 12 - 169

　　　　財務収益 - - - - 0 0 127 127

　　　　その他の収益 - - - - 3 3 260 263

　　臨時利益

　　　　貸倒引当金戻入益 - 2,930 - - 7 7 - 2,937

純利益（△純損失） 252 971 △ 876 △ 3 △ 246 △ 249 164 263

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - 190 137 - 256 256 169 753

総利益（△総損失） 252 1,162 △ 738 △ 3 10 7 334 1,016

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

2020年度計画（2020年4月～2021年3月）の収支計画

区　別

金　額

経営環境変化対応業務
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＜産業基盤整備勘定＞

（単位：百万円）

費用の部

　　経常費用 856 172 - 1,029

　　　　業務経費 85 23 - 108

　　　　一般管理費 12 3 - 15

　　　　引当金繰入 759 146 - 905

　　　　その他の費用 0 0 - 0

収益の部 80 14 29 123

　　経常収益 79 14 29 122

　　　　事業収入 79 14 - 93

　　　　財務収益 - - 28 28

　　　　その他の収益 - - 2 2

　　臨時利益

　　　　貸倒引当金戻入益 1 - - 1

純利益 （△純損失） △ 776 △ 159 29 △ 906

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - - 466 466

総利益 （△総損失） △ 776 △ 159 495 △ 440

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別

金　額

合　計
新事業展開・
創業支援業務

経営環境変化
対応業務

共　通
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＜施設整備等勘定＞

（単位：百万円）

金　額

費用の部

　　経常費用 1,366

　　　　業務経費 1,039

　　　　一般管理費 38

　　　　減価償却費 286

　　　　その他の費用 4

収益の部 1,358

　　経常収益 1,317

　　　　貸付金利息 0

　　　　事業収入 1,308

　　　　財務収益 5

　　　　その他の収益 3

　　臨時利益

　　　　貸倒引当金戻入益 41

純利益（△純損失） △ 8

総利益（△総損失） △ 8

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別
新事業展開・創業

支援業務
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＜小規模企業共済勘定＞

（単位：百万円）

（給付経理） （融資経理） （業務等経理） （調　整） 合　計

費用の部

　　経常費用 805,375 3,624 6,466 △ 4,118 811,346

　　　　業務経費 805,375 3,566 5,698 △ 4,118 810,521

　　　　一般管理費 - 24 121 - 145

　　　　減価償却費 - 33 646 - 679

　　　　財務費用 - - 0 - 0

　　　　その他の費用 - 0 1 - 1

収益の部

　　経常収益 774,891 5,059 6,466 △ 4,118 782,298

　　　　運営費交付金収益 - - 2,355 - 2,355

　　　　資産見返運営費交付金戻入 - - 50 - 50

　　　　資産見返補助金等戻入 - 15 216 - 231

　　　　貸付金利息 406 5,043 - △ 406 5,043

　　　　事業収入 774,485 - - - 774,485

　　　　賞与引当金見返に係る収益 - - 49 - 49

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 - - 27 - 27

　　　　財務収益 - 0 51 - 51

　　　　その他の収益 - 1 3,718 △ 3,712 8

純利益（△純損失） △ 30,484 1,436 - - △ 29,048

前中期目標期間繰越積立金取崩額 30,484 18 - - 30,502

総利益（△総損失） - 1,454 - - 1,454

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別

金　額

経営環境変化対応業務
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＜中小企業倒産防止共済勘定＞

（単位：百万円）

（基金経理） （業務等経理） （調　整） 合　計

費用の部

　　経常費用 345,542 5,858 △ 4,097 347,304

　　　　業務経費 344,578 5,513 △ 4,097 345,995

　　　　一般管理費 - 108 - 108

　　　　減価償却費 - 236 - 236

　　　　引当金繰入 964 - - 964

　　　　財務費用 - 0 - 0

　　　　その他の費用 - 1 - 1

収益の部 345,542 5,631 △ 4,097 347,076

　　経常収益 342,581 5,631 △ 4,097 344,115

　　　　運営費交付金収益 - 1,247 - 1,247

　　　　資産見返運営費交付金戻入 - 7 - 7

　　　　資産見返補助金等戻入 - 0 - 0

　　　　貸付金利息 1,644 - - 1,644

　　　　事業収入 340,937 - - 340,937

　　　　賞与引当金見返に係る収益 - 38 - 38

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 - 21 - 21

　　　　財務収益 - 214 - 214

　　　　その他の収益 - 4,103 △ 4,097 6

　　臨時利益

　　　　完済手当金準備基金戻入益 2,961 - - 2,961

純利益（△純損失） - △ 228 - △ 228

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - 228 - 228

総利益（△総損失） - - - - 

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

金　額

区　別 経営環境変化対応業務
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（単位：百万円）

金　額

費用の部

　　経常費用 11

　　　　業務経費 10

　　　　一般管理費 1

　　　　その他の費用 0

収益の部

　　経常収益 16

　　　　事業収入 7

　　　　財務収益 9

　　　　その他の収益 0

純利益（△純損失） 6

総利益（△総損失） 6

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

生産性向上業務

＜出資承継勘定＞

区　別
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別紙３

＜一般勘定＞

（単位：百万円）

事業承継・引
継ぎ促進業務

生産性向上業
務

新事業展開・
創業支援業務

共　通 合　計

（一般経理） （一般経理） （一般経理） （一般経理）
（復興特別経

理）
合　計 （一般経理）

資金支出 11,287 78,839 31,262 11,097 1,919 13,016 204,704 339,108

　　業務活動による支出 11,278 78,800 26,278 11,095 1,780 12,875 - 129,231

　　投資活動による支出 - - 4,959 - - - 78,168 83,127

　　財務活動による支出 8 39 26 3 - 3 - 76

　　次年度への繰越金 - - - - 138 138 126,536 126,674

資金収入 11,287 78,839 31,262 11,097 1,919 13,016 204,704 339,108

　　業務活動による収入 1,083 50,022 31,262 8,752 1,605 10,357 387 93,112

　　　　運営費交付金による収入 1,083 7,525 3,939 1,268 1,524 2,792 - 15,340

　　　　その他の補助金等 - - 74 - - - - 74

　　　　貸付等回収金 - 40,378 26,125 7,484 78 7,562 - 74,065

　　　　事業収入 - 1,914 1,125 - - - - 3,039

　　　　受託収入 - 204 - - - - - 204

　　　　その他の収入 - - - - 3 3 387 390

　　投資活動による収入 10,204 28,817 - 2,345 - 2,345 98,189 139,555

　　前年度よりの繰越金 - - - - 313 313 106,128 106,441

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

経営環境変化対応業務

2020年度計画（2020年4月～2021年3月）の資金計画

区　別

金　額
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＜産業基盤整備勘定＞

（単位：百万円）

資金支出 323 26 5,149 5,498

　　業務活動による支出 323 26 - 349

　　投資活動による支出 - - 5,100 5,100

　　財務活動による支出 - - 41 41

　　次年度への繰越金 - - 8 8

資金収入 323 26 5,149 5,498

　　業務活動による収入 80 14 29 123

　　　　事業収入 80 14 - 94

　　　　その他の収入 - - 29 29

　　投資活動による収入 243 13 5,111 5,367

　　前年度よりの繰越金 - - 8 8

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

共　通 合　計
新事業展開・創

業支援業務
経営環境変化

対応業務

区　別

金　額
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＜施設整備等勘定＞

（単位：百万円）

金　額

資金支出 9,902

　　業務活動による支出 1,125

　　投資活動による支出 5,393

　　次年度への繰越金 3,384

資金収入 9,902

　　業務活動による収入 1,574

　　　　貸付等回収金 52

　　　　事業収入 1,513

　　　　その他の収入 9

　　投資活動による収入 5,384

　　前年度よりの繰越金 2,944

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別
新事業展開・創業

支援業務

34



＜小規模企業共済勘定＞

（単位：百万円）

（給付経理） （融資経理） （業務等経理） （調　整） 合　計

資金支出 2,027,012 1,070,767 19,289 △ 773,728 2,343,340

　　業務活動による支出 931,587 381,258 5,822 △ 384,791 933,875

　　投資活動による支出 1,085,424 - 12,399 - 1,097,823

　　財務活動による支出 - 689,498 2 △ 388,937 300,563

　　次年度への繰越金 10,001 12 1,066 - 11,079

資金収入 2,027,012 1,070,767 19,289 △ 773,728 2,343,340

　　業務活動による収入 1,180,992 388,962 6,200 △ 393,055 1,183,099

　　　　運営費交付金による収入 - - 2,431 - 2,431

　　　　貸付等回収金 388,937 383,918 - △ 388,937 383,918

　　　　事業収入 701,170 - - - 701,170

　　　　その他の収入 90,885 5,044 3,769 △ 4,118 95,580

　　投資活動による収入 835,923 - 11,533 - 847,456

　　財務活動による収入 - 681,795 - △ 380,674 301,122

　　前年度よりの繰越金 10,096 10 1,557 - 11,663

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区　別

金　額

経営環境変化対応業務
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＜中小企業倒産防止共済勘定＞

（単位：百万円）

（基金経理） （業務等経理） （調　整） 合　計

資金支出 1,223,784 18,673 △ 4,097 1,238,360

　　業務活動による支出 224,253 5,624 △ 4,097 225,780

　　投資活動による支出 999,522 12,124 - 1,011,646

　　財務活動による支出 - 2 - 2

　　次年度への繰越金 9 924 - 933

資金収入 1,223,784 18,673 △ 4,097 1,238,360

　　業務活動による収入 404,505 5,624 △ 4,097 406,032

　　　　運営費交付金による収入 - 1,306 - 1,306

　　　　貸付等回収金 60,817 - - 60,817

　　　　事業収入 340,709 - - 340,709

　　　　その他の収入 2,979 4,318 △ 4,097 3,199

　　投資活動による収入 819,255 11,489 - 830,744

　　前年度よりの繰越金 24 1,561 - 1,585

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

経営環境変化対応業務区　別

金　額
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（単位：百万円）

金　額

資金支出 1,597

　　業務活動による支出 11

　　投資活動による支出 1,583

　　次年度への繰越金 4

資金収入 1,597

　　業務活動による収入 16

　　　　事業収入 7

　　　　その他の収入 9

　　投資活動による収入 1,579

　　前年度よりの繰越金 2

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

＜出資承継勘定＞

生産性向上業務

区　別
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